
別紙様式１（高） 

令和８年度 学校経営計画表 
 

１ 学校の現況 

学校番号 29 学 校

名 

県立ＩＴ未来高等学校 課程 定時制課程 学校長名 辻󠄀 武伺 

教頭名 倉𫞏 琢也   事務（室）長名 道口 満 

教職員数 教諭 25 
養護 

教諭 
1 

常勤 

講師 
2 

非常勤 

講師 
3 

実習教諭、実習講師、

実習助手 
3 

事務職

員 
4 

技術職

員等 
3 計 44 

生徒数 
小学科 

１年 ２年 ３年 ４年 合計 合  計 

クラス数 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

ＩＴ科 44 11 56 12 48 14 14 1 162 38 ８ 

 

２ 目指す学校像 

(1) 情報活用の能力や社会の諸問題を分析・解決できる能力を培うことをとおして、デジタル社会を支えるＩＴ人財を育成する

学校 

(2) 生徒一人ひとりの多様な価値観や学習形態へのニーズに対応し、興味・関心に応じた進路を実現する学校  

(3) 社会革新するアイディアを創り出し、起業家精神を兼ね備えた、次世代の IT人財とリーダーとして成長できる学校 

(4) 生成 AI等の先端技術を適切に活用し、倫理観を持って新たな価値を創造する力を育成する学校 

 

３ 三つの方針（スクール・ポリシー） 

  ・豊かな人間性と起業家精神を兼ね備えた、次世代を担うＩＴ人財を育成する 

育成を目指す資質・能力に関する方針 

（グラデュエーション・ポリシー） 

・正しく物事を判断し、相手の立場を理解した上で、自分の考えや意見を伝えられる人 

・高い専門性を有し、ねばり強く価値あることの実現に向けて、チャレンジする人 

・社会の課題に関心を持ち、その解決に向けて地域社会へ積極的に参画し、貢献する人 

教育課程の編成及び実施に関する方針 ・教科教育の充実によるＩＴ人財として必要な知識と技術の習得 
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（カリキュラム・ポリシー） ・キャリア教育の充実による ＩＴ人財として生きていく力の伸長 

・外部機関との連携による最新技術等の知識の習得 

・身につけたＩＴスキルを活かした地域貢献の推進 

入学者の受入れに関する方針 

（アドミッション・ポリシー） 

・コンプライアンス（法令遵守・社会規範・倫理観）を尊重しようとする生徒 

・情報に関する学びに興味・関心があり、継続して課題に取り組もうとする生徒 

・互いのよさを認め合い、協働してよりよい社会の実現に努めようとする生徒 

 

４ 現状分析と課題（数量的な分析を含む。） 

項目 現状分析 課題 

学習指導 ・ＩＣＴを活用した効率的な授業の実施及び指導と評価の一

体化を重視した授業改善が定着し、全体的に生徒は授業に

満足して取り組んでいる。 

※授業満足度調査[４段階(４(最高)～１(最低))] 

   知識・技能の向上：3.4 

     思考力・判断力・表現力等の向上：3.4 

・多様な進路希望がある一方で、学習に進んで取り組めていな

い生徒が見受けられる。 

・思考力・判断力・表現力を高めるために、協働

的・探究的要素を取り入れた授業の実現に向け

て、継続的授業改善が必要である。 

・生徒が主体的に学習に取り組むよう、ＩＣＴの

活用はもとより、学習習慣の確立、生徒の実態

を踏まえた授業展開を図る必要がある。 

進路指導 

キャリア教育 

・進路について大学希望者は約 33％、短大・専門学校希望者

は約 29％、就職希望者は約 20％である一方、希望進路未定

の生徒が約 18％いる。 

・企業の方を講師に招きＩＴに関する実践的な講座を行うＩ

Ｔセミナーを実施している。また希望者を対象に資格取得

支援講座や情報デザイン特講を実施している。 

・生徒の進路意識を高めるべく、進路行事等を拡

充させる必要がある。 

・上級学校や企業への広報活動を考える必要があ

る。 

・学校教育と職業生活の接続を強化する。 

生徒支援 ・大部分の生徒は挨拶や身だしなみがきちんとでき、落ち着い

た学校生活を送っている。 

・毎月生活調査といじめ防止対策会議を実施し、生徒の状況把

握を図っている。いじめ疑いの事案が発生 

・全職員の共通理解のもと、更なる規範意識の向

上を図る必要がある。 

・生徒一人ひとりの心の変化に気づき適切な対応

ができるよう、組織的な見守り体制をつくる必
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した際は、全教職員の共通理解のもと迅速な対応にあたっ

ている。 

・特別な支援を必要とする生徒について、個別の対応・配慮が

求められる場面がある。 

・心因的な不調を抱え、学校生活に支障をきたしている生徒が

見受けられる。 

要がある。 

・特別な支援を要する生徒の対応にあたる必要が

ある。 

・カウンセリング体制を充実させ、生徒の心のケ

アを図る指導と環境を整える必要がある。 

特別活動 ・生徒数が少ないながらも、ホームルーム活動、生徒会活動及

び学校行事いずれも、概ねの生徒は積極的に参加し活動し

ている。 

・部活動は、各種コンテストや大会、地域活動へ多く参加し、

入賞を果たすなど成果を収めている。 

・生徒が主体となる特別活動の運営を進めてい

く。特別活動が、生徒自らのキャリア形成に結

びつけることができるよう継続指導する必要が

ある。 

学校健康教育 ・生徒の健康状態や配慮すべきことについて職員間で共有し、

安心安全な学校生活を送れる配慮をすることは概ねできて

いる。 

・個々の生徒の健康状況を常に把握し、全職員が

共通理解を図り対応することが必要である。 

働き方改革 ・定時退勤に対する意識は以前より高まっている反面、少ない

スタッフで業務を遂行してきたため時期によっては一部に

負荷がかかる傾向にある。 

・多岐にわたる業務の精選、分掌間の業務分担と

連携、校務支援システム等の有効な活用を図る

必要がある 

 

５ 中期的目標 

(1) 自ら学ぶ意欲を培い、基礎・基本の定着を図るとともに、探究的プロジェクト学習に取り組むことで、IT 人財として必要

な資質・能力を育成するとともに、生徒それぞれの進路実現を図る。 

(2) 一人一人の生徒理解に努め、生徒と生徒、教師と生徒との望ましい人間関係を構築する。 

(3) 保護者との信頼関係を深め、学校と家庭との協力体制を構築する。 

(4) 特別活動等を充実させ、生徒主体の学校づくりを推進する。 

(5) 年次を超えて連携し、問題行動の未然防止を図るとともに、問題発生時の危機対応に備える。 

(6) 笠間市や地域住民との連携を強化し、地域社会に積極的に貢献するとともに、「地域から愛され信頼される学校づくり」を

推進する。 

(7) 教育課程の構成や教科用図書、クラウド教材等についての見極めを行う。 
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(8) 生成 AIやセキュリティ等の先端技術を適切に活用し、新たな価値を創造する力を育成する 

(9) 2030年以降を見据え、持続可能な社会の創り手を育成する。 

６ 本年度の重点目標 

重点項目 重点目標 

「個別最適な学び」と「協働的な学び」の実現

に向けた学習指導の充実、授業改善 

 

※１「４＋１の力」とは 

〇４の力 

・論理力、プログラミング力、情報活用力、英語力 

〇１の力 

・プレゼンテーション力 

① 「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けて、生徒一人ひとりの学習状況

を把握し、適切な指導助言を行うとともに、ICT を効果的に活用した「個別最

適な学び」と「協働的な学び」の視点からの授業改善を推進する。 

② 教育目標の実現のために、生徒が身に付けるべき力を「４＋１の力」※1 に

整理し、全ての教科が連携して、これらの力の育成に取り組む。 

③ 全ての教科において、生徒自身が設定した課題の解決策を探ることを重視し、

生徒が「答えを出す学び」から、生徒が「問い続ける学び」への転換を目指す。 

④ 先端的教育ソフトウェアやｅラーニングを活用した自律的な学習活動を推奨

するとともに、課外授業等も併用し、学校全体で学習習慣の定着を図る。 

⑤ 卒業年次における課題研究を核とした探究的プロジェクト学習の実現に向け

て、１年次から探究活動を充実させるとともに、外部人材等を積極的に活用し、

内容の深化を図る。 

⑥ 生徒の授業評価における「授業満足度」の平均値 3.5以上を目指す。 

探究的プロジェクト学習を軸としたキャリ

ア教育の充実 

⑦ 生徒が「切り拓け未来」プロジェクト及び進路関係行事等に積極的に取り組

み、キャリアパスポートで振り返ることを基本とし、卒業後の進路を見通した

キャリア教育全体計画を構築する。 

⑧ 外部機関との連携や積極的な地域貢献を推進し、生徒それぞれの進路実現に

必要な知識・技能を習得させるとともに、主体的に進路決定に向き合う態度を

育成する。 

豊かな心の育成 ⑨ 全教育活動を通じて、生徒の基本的な生活習慣の確立を支援し、自律性、規

範意識、他者への敬意を育む。 

⑩ 特別活動及び課外活動を充実させ、よりよい人間関係を築く力、社会に参画

する態度や自治的能力を育成し、生徒主体の学校づくりを推進する。 
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⑪ いじめ、問題行動の未然防止、早期発見、早期解消を図り、安心・安全な学

校生活を確立する。 

教職員の超過勤務時間の縮減 ⑫ 業務の精選と分担の見直しを不断に行うことにより、残業月 45 時間以内、

年 360 時間以内を達成する。 

学校広報の充実 ⑬ 学校 Web サイトを充実させ、保護者や地域の方々に本校の教育活動を積極的

に発信するとともに、生徒主導で立ち上げた SNS 等も活用し、広報を充実させ

る。 

教育環境の改善 ⑭ 令和８年度高等学校等デジタル人材育成支援事業費補助金（高等学校 DX 加

速化推進事業）を活用し、情報関係の環境整備の充実を図る。 

⑮ 学校が抱える諸課題に対して、PTA との連携を強化し、県や地域の力を最大

限に活用して解決に取り組む。 

 


